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１．本研究の目的 
諸外国における障害者対策は、1981 年の国際障害者年以降 1987 年フランスの障害労働者雇用法の制
定、1990 年の米国障害者法、1995 年イギリスの障害者差別禁止法、1996 年には EC に障害を持つ人々
のリハビリテーションと統合に関する委員会が設置される等、障害者の差別禁止の一環として教育の保
証のみならず雇用、昇進や配転、教育訓練等における機会均等の保証も進んでいる。一方、日本における
障害者支援施策の中で、発達障害者について明確に法律上位置付けられたのは 2004 年の発達障害者支援
法からである。以来、2006 年の障害者権利条約の締結、2011 年障害者基本法の改正法施行、2013 年第
３次障害者基本計画の閣議決定等、国内における法整備が進む一方で発達障害者の就労および職場定着
が十分進んでいる状況とは言えず（梅永, 2014），特に発達障害を有する大学生の就職状況は厳しく，一
部の先駆的な大学，医療機関，支援機関が就職，就労の支援に向けた取り組みを始めたに過ぎない（独立
行政法人日本学生支援機構, 2014）。また、文部科学省は 2017 年に「障害のある学生の修学支援に関す
る検討会報告（第二次まとめ）」を公表し，大学等において障害のある学生の在籍者数が増加している現
状を踏まえこれまで以上に障害のある学生の修学支援体制の整備が急務となっていることを指摘した。
発達障害を有する大学生の支援研究は 2011 年以降増加し、高等学校から大学への移行時の環境調整や合
理的配慮の活用により大学生活が良好になった事例が複数報告される一方で、雇用に関する研究は量的、
質的共に少ない。その背景には、環境調整や合理的配慮等、支援者側の負担感が大きいこと及び、「合理
的配慮」がなされるためには「学生本人の要望に基づいた調整を行うことが重要」とされているためであ
る。現状では入学前に診断や支援を受けていない学生が多く、学生生活や就職活動において困難が生じ
てから相談が開始されることが多い（高橋・石本・新野、2012）。このような現状を踏まえ、本研究では，
障害者を「いかに護るか」を主目的としたこれまでの支援を「いかに成長させるか」に変えるパラダイム
シフトを目的とした基礎研究を行った。そのために、発達障害を有する大学生の学生生活および就労に
関する課題を明らかにし，大学から社会への移行に関する就労支援のあり方について検討を行い，発達
障害を有する大学生の就労に関する包括的支援モデルの提示を行った。論文構成は以下のようになる。 
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３．各章の概要 
第 1 章 発達障害を有する大学生の支援のあり方 
発達障害学生の支援の現状について，障害者施策および発達障害者施策の変遷を概観して先行研究を
整理した。その結果、国内外の法整備が進められ障害者差別解消法による「合理的配慮」の考え方は、理
念としては大学においても適用されながらも，大学内での実行段階としては不十分であること、また、初
等中等教育段階においては，理念のみならず特別支援教育という具体的な枠組みの中で発達障害のある
児童生徒の教育上の特別な支援ニーズに対応する形で様々な施策が実施され、知的障害や肢体不自由児
に対する福祉的な就労支援につなげる支援策がある一方で、発達障害学生への支援については，初等中
等教育段階から高等教育段階へ移行するにあたって，質量ともに十分な整備がなされていないことも明
らかになった。大学等においては，2016 年施行の障害者差別解消法を契機に文科省が主導し，大学セン
ター試験における配慮内容の通知や第一次まとめ（文部科学省，2012）および第二次まとめ（文部科学
省，2017）を公表して支援の方向性を示し、入学に際しての障害は解消されつつあるが、大学内の学生
生活や修学についての内容や方法，支援体制の整備のあり方は個々の大学等に委ねられており、大学適
応のみならず社会への移行をも含めた支援体制整備は不十分でありモデルの必要性が明確にされた。 
第 2 章 発達障害を有する大学生の大学適応に関するスキル評価尺度の検討（尺度作成） 
就労の前段階として、発達障害学生への支援の足がかりとなる大学適応に必要なスキルについて整理
を行い，大学適応スキル評価尺度を作成した。アセスメントツールを最初に開発した理由は、大学等の高
等教育機関において，発達障害学生への支援者はカウンセラーや心理を専門領域とする専門家ばかりで
はなく，一般の教員や職員，キャリアカウンセラーなど多岐に亘るためである。この尺度の開発により、
学内の多領域にまたがる支援者らが，支援が必要と思われる学生について比較的簡便に評価できるツー
ルを用いて学生の状態像を把握し，必要な支援の検討や支援策を講じるためのＩＥＰ（個別の教育計画、
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支援計画）の立案がしやすくなることを目的とした。 
尺度作成にあたり、全国の国公私立の大学に在籍する 840 名の大学生（健常者、発達障害、グレーゾ
ンを含む）に調査した結果，60 項目のスキルおよび、5 因子（対人マナー、ストレスマネジメント、プ
ランニング、キャンパスルール、体調管理）が抽出された。尺度のα係数によって検討を行ったところ，
因子のα係数は十分に高く（.918 から.853）信頼性を確認することができた。さらに，本尺度の妥当性
を立証するために、一般の学生と大学において発達障害あるいは発達障害が疑われ，実際に何らかの支
援を受けている学生に尺度を実施して結果を比較したところ，すべての項目において一般の学生の値が
有意に高い（ｐ＜.001）ことが示され，本尺度の妥当性の根拠を示すことができた。 
第 3 章 発達障害を有する大学生の就労に必要なスキルの検討 
就労を継続するために必要なスキル項目を抽出するために企業に対して調査研究を実施した。まず、予
備調査で一般企業および特例子会社 26 社からの情報を精査した上で、障害者雇用を行っている特例子会
社 418 社で実際に障害のある就労者に接する立場にある人に対して本調査を実施した。その結果就労継
続に必要な 5 因子「就労基礎力」「業務遂行」「他者への説明」「協調関係」「計画・実行」に関する 64 項
目のスキルが抽出された。因子負荷量は.500 から.828 であり、企業が発達障害学生へどのようなことを
期待し，どのようなスキルが必要なのかを理解することができた。一方、予備調査では就労継続に必要と
され、本調査でも担当者が必要性に高得点 2.6 から 3.8（最高値 5）をつけたにも関わらず、因子負荷量
が低かった項目が 24 現れた。これらには「毎日決まった時間に通勤」「人の話を聞く」「自分のストレス
に気づく」「相手によってことば使いをかえる」など、発達障害の行動特性に関する項目が多くみられた
ため、因子としては成立しないものの個別の支援に組み込む必要性が提示された。 
第 1 章から第 3 章までの結果を統合し，大学入学前から卒業後の社会移行までに必要な支援とその体
制整備の全体像（Fig .19）を示した。この包括的支援モデルは、発達障害を有する学生が自らの成長を
促進していくことを目的としているため、アセスメント、トレーニング、インターンシップ、フィードバ
ックという循環モデルを通じて、学生はらせん状に自己理解を深めて行き、その体験学習ごとに得るフ
ィードバックによって、自分に必要なスキルを確認しながら次の学習へとつなげていく。このモデルで
は学生が自分で自分を助けるという支援の主体となるため、大学内の各部署における支援者の役割は、
学生が自己理解を深めて自らに必要なスキルを獲得していくために必要な客観的、具体的な情報や支援
策を提供することになる。支援者が発達障害を有する学生への学生相談や就労相談を行う際には、既存
の支援や情報提供の視点を少し変容し、彼らの特性に応じた情報や支援策を提供することになる。この
場面で、第 2章のアセスメントや第 3章の企業が必要とするスキルの情報が有効活用されることになる。
このように、本モデルでは、これまで点在し個別支援になりがちであった大学内の部署（入学センター、
学生課、キャリアセンター、保健管理室、学生相談、教員、職員等）および学外の専門機関や就労期間を
つなげるプラットフォーム機能を持つ部署の必要性が提示されている。プラットフォーム部署では Fig19
の上部に示した①大学への移行支援から⑦就労・定着支援に至るまでを包括的に支援していくことにな
る。しかし、このモデルの核となるトレーニング機能を有する大学は少ない。そのため、本章では、専門
家ではない大学職員が実施できる、大学適応や就労に必要なスキル獲得と支援を目的としたスキルトレ
ーニング「ＳＴＡＲＴプログラム」について実践事例に基づいた検討を行い，その有用性及び他大での実
施への汎用性も示した上で、包括支援モデルを提言している。 
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第 4 章 発達障害を有する大学生の学生支援から就労支援までの包括支援の枠組み 
Fig.19 発達障害を有する大学生の大学入学から就労までの包括的支援モデル 
（参考文献） 
梅永 雄二 (2014). 発達障害者の就労支援 LD 研究, 23, 385–391. 
独立行政法人日本学生支援機構 (2014). 平成 25 年度日本学生支援機構障害学生修学支援ネットワーク
充実・強化事業障害学生支援に関する調査研究 独立行政法人日本学生支援機構 
高橋 国法・石本 豪・新野 由理子 (2012). 個人面談とグループを活用した自閉症スペクトラム障害学
生の支援―「二次障害」(心的外傷)を想定した関与 学生相談研究, 33, 127–138.  
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４．総評 
発達障害者支援法が 2005 年に施行されて以来、文部科学省が主導となって特別支援教育やインクルー
シブ教育が普及し、生涯に渡った多職種連携による支援が提唱されてきた。さらには 2013 年に障害者差
別解消法が成立して企業に対しても積極的に障害者の雇用促進を行うことが提言され、ハローワークに
おける発達障害者のトレーニングの提供を初めとして厚生労働省による施策も行われつつある。しかし、
発達障害を有する大学生は就労につながりにくく、離職率の高さも社会問題となっている。就労が進ま
ない背景を分析するために様々な先行研究が行われてきたが、近年になって発達障害の定義や診断基準
そのものが変更されたように、発生機序、発達の経過や行動特性が様々な要因によって複雑であるのみ
ならず、重複障害や二次障害等が多くみられ支援や対応を汎化していくのは困難であった。さらに、知見
を積み重ねるに際しても、障害者の人権や個人情報保護の観点から匿名性を高くした個別の事例研究が
多く、有効な支援策を提示するための理論的な基礎研究が不足していた。 
審査員からは、本論文は、このような現状を打開していくための未来に向けての実践的基礎研究として
価値が高いという総評を受け、各項目については、以下の評価を得た。 
 
１）理論構築に向けた基礎研究としての仮説の提示 
まず、第 2 章において、基礎研究としてのサンプルの代表制を担保するために、全国 5 校の国立、私
立の総合大学から文系理系、男女の比較が行えるだけの大学生 840 名からサンプルを集めている点、及
び尺度作成後に支援対象学生を比較群とした調査も行い項目の妥当性検定を実施している点が評価され
た。次に、尺度の要素を特定するための質問項目の選定は、既存の大学適応に関する尺度要素に不足して
いた要素を特定した上で、仮説生成に必要な要素を抽出するために、大学職員として数多くの発達障害
学生の支援に関わる中で他の専門家らと共に 2008 年に開発した「ＳＴＡＲＴ プログラム」の 10 年間の
実践過程で得られた知見を基に行われ、更に項目の妥当性検定においても大学生支援に携わる臨床心理
士 10 名が検討を行っており、発達障害を有する学生が自ら支援を求める際に必要な内容が特定されるよ
うに項目が精選されたプロセスは価値が高い。 
第 3 章においては、企業側が発達障害を有する学生に期待する要素の分析に当たっては、予備調査で
一般企業および特例子会社 26 社からの情報を精査した上で障害者雇用を行っている特例子会社 418 社
で実際に障害のある就労者に接する立場にある人に対して本調査を実施しているため、非常に貴重なデ
ータ収集が行われており、汎用性が高い要素が抽出されている点も評価された。 
  
２）護る支援から成長させる支援へのパラダイムシフトとしての包括支援の枠組みの提示 
本論文の独創性として、障害者を護るための支援策から障害者が積極的に社会貢献するために自らを
成長させる支援の在り方を提言するというパラダイムシフトを行い、包括支援の循環サイクル（Fig19）
を通じて、学生が自らの障害特性への理解を深めながら成長するための支援や学習を続けるサイクルを
提案していることが評価された。本来の共生社会では、障害者が自らの特性を理解した上で自己の権利
に伴う責任を果たし、支援者側はその実現に向けた制度や支援を提供するという相互理解と協力がなさ
れる。しかし、これまで支援が進まない背景に、障害者は「護られる人」「支援を受ける人」という受動
的な視点に基づいた施策や制度開発が焦点化され、支援者側に専門性が要求されたり、障害者側からの
権利要求に応えるための負担感が強くなったりしていたことが指摘されてきた。また、発達障害を有す
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る学生の自己理解が進まない背景には、発達障害という目に見えない障害に対する保護者や周囲の人々
の理解不足がある。幼少期から周囲との違和感は感じていてもアセスメントがないため適切な支援が受
けられず、「普通であること」や「周囲との調和」を強調され続けた結果、特性が問題視され、本来なら
小中高で獲得すべきであったはずの発達特性に適合する社会性のスキルの学習や練習の機会が不足して
いた。その結果、自己理解が低いため就労先の選定においても自らの特性を活かす就労先が選定できず、
健常学生と同じ基準で評価されるため就職活動で躓きやすく、たとえ就労できた場合も、その後の職場
適応に関して雇用者側と相互に「ズレ」を感じているにもかかわらず、就労者が自らの困難を伝えて調整
ができないでいることが多かった。 
本論文では、学生自らが自分の発達特性を理解した上で就労に向けて成長するための支援へとパラダ
イムシフトを行った。発達障害を有する学生側の学生生活やインターンシップ時の困り感と就労先が発
達障害のある学生に求める就労継続に関する資質を特定した上で、大学内の支援者が学生自らがこのズ
レを修正しながら自らの特性に適合した就労を可能にするための成長プログラムを分析し、包括的支援
に必要な多職種連携による循環モデルを提示した点が評価できる。 
 
尚、今後の課題として、審査委員から出されたのは以下の５点である。 
 
１）仮説の汎化に対する実践研究としての追跡調査の必要性  
 本論文は発達障害を有する学生が就労に対する困難に直面している現状に対し価値のある論文である。
第 4 章においてプログラムを受けた学生の就労後の適応についていくつかの個別事例は紹介されている
が、就労した学生が継続的に就労を維持できているかの追跡調査が必要であるという点が指摘されてい
る。 
２）適応尺度の因子のネーミングの改善 
 第 2 章において、大学適応評価に関するスキル尺度に 60 項目 5 因子（対人マナー、ストレスマネジメ
ント、プランニング、キャンパスルール、体調管理）を提示したが、一般学生との適応要因の相違を明確
にするためには、発達障害を有する学生の行動特性を際立たせるネーミングにする必要が指摘された。
審査員から提案された例としては、対人マナーは「他者視点に立って言葉や態度を選ぶ力」、プランニン
グは「状況把握と時間的見通しをつける力」等である。 
3）因子としては成立しなかったが、就労側が必要性に高得点をつけていた要素に対する群分け調査 
 第３章において「障害者雇用で必要なスキル」としては高い因子負荷を示さなかったが、雇用者側が必
要性に高得点をつけた項目が 24 あった。これらには発達障害の行動特性に関する項目が多くみられ第 4
章で紹介されている「START プログラム」においても、実施者らが必要性を感じている基本的なスキル
トレーニング内容と関連性がある。企業に調査する段階で、発達特性別に必要な因子を抽出する調査項
目を加えておくとよかったという指摘があった。また、これらの要素は就労継続に必要な要素であるに
も関わらず、発達の過程でなぜ獲得できていなかったのかについてのインタビュー調査等をおこなうこ
とも提案された。もし、これらの要素を「障害特性だから」と周囲が支援要素としてしまい、本人らが学
習できていないのであれば、大学入学以前の段階での特別支援教育において「支援」から「成長のための
教育」要素に変換する必要があるためである。 
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4）大学における包括支援体制に、自らは支援を要していないが就労に躓く学生をいかにアプローチする
かの提言の必要性 
 本論文で明らかになったように、自らの障害特性を理解できておらず支援を求めないが周囲は困惑し
ている学生に対してのアプローチは必須となる。包括支援とするのであれば、その視点での取り組みや
提言が不足していた。 
5）大学入学以前の支援に対する提言内容の整理 
 大学は就労に至る直前の支援であり、いわば集大成である。本論文で指摘された要素は、本来高等教育
に至る以前に獲得している必要がある。そのためには、小学校・中学校・高等学校において対象者らが受
けてきた支援についても、聞き取り調査をした上で整理しておけば大学生活で支援すべき内容とそれ以
前に獲得しておくべき内容を精査できたのではないかという指摘もあった。 
   
 以上のような課題も残されているが、いずれも追跡調査やプログラムの微調整による改善により解消
される内容であり、本論文の理論構築に影響するものではない。以上により、審査員一同、総合的に検討
した結果、本論文が「博士（教育学）」を授与するのにふさわしいと判断したことをここに報告する。 
 
 
 
